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２０１９年の世界経済は、米中間の貿易摩擦や合意なきＢＲＥＸＩＴの可能性などにより景気の

先行き不透明感が増し、企業心理や景況感が落ち込んだ影響で減速感が強まった。外部環境が悪化

するなかで、当社は２０１８年中期経営計画（１８中計）の初年度として、成長戦略を推進し、さ

らなる競争力の強化に努めた。 

当社の２０１９年度の業績は、銅・コバルト価格の落ち込みや円高、銅事業での減産影響などに

より、前年度実績を下回る見込みである。事業環境の先行きが不透明な中で、計画通りの操業を継

続し、品質や販売量などの目標を確実に達成していくことが最重要である。 

 

２０２０年の世界経済は新興国を中心に回復する一方で、世界のＧＤＰの半分近くを占める米・

中・欧・日の成長率は一層緩やかになる見込みである。しかしながら、米中間の貿易摩擦の影響が

長引き、さらにセンチメントが悪化すると経済は大きく下振れするリスクがあり、決して予断を許

さない。また、デジタル技術の急速な発展や異常気象・温暖化への早急な対策が求められるなど、

急激かつ大きな変化に対応しながらリスクを的確にとらえ、克服していく必要がある。 

 

本年の目標 

１．１８中計の確実な遂行 

２０２０年は、次の成長に向けた大型プロジェクトを形にしていくうえで重要な年となる。事業

環境の変化をしっかりと捉えて柔軟に計画を立て直し、２０２０年以降に期待される経済環境の回

復を享受できるよう、企業価値の最大化に向けた施策を着実に推し進めていく。 

資源事業では、ケブラダ・ブランカ銅鉱山の建設工事を計画通り推進させるべく、総力を挙げて

取り組む。また、コテ金開発プロジェクトの確実な実行とシエラゴルダ銅鉱山の稼働率向上・生産

性改善に向けた取組みを完遂させる。 

製錬事業では、ポマラプロジェクト実施に向けた意思決定を行い、その実現に向け邁進する。ま

た、原料対応力強化・操業安定化などの対策により「ものづくり力」のさらなる強化を図り、顧客

や材料事業への安定的な供給を継続する。 

材料事業では、電池材料は将来の需要拡大に向け中長期的視野に立った対応を、機能性材料は事

業環境の激しい変動に対処できるよう「ものづくり力」に磨きをかけ、デジタル社会の進展に伴っ

て訪れる成長のチャンスを逃さぬよう体制を整える。 

２０２０年 社長年頭の挨拶（要約） 




